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１．本市の温室効果ガス排出量 ２．温室効果ガス削減目標

資料２－２

本市における温室効果ガス排出量は平成22（2010）年度以降、減少傾向にあり令和２（2020）
年度における排出量は約2,767t-CO2となっている（図表１）。
産業部門における温室効果ガス排出量が大きく、令和２（2020）年度では全体の約50％を占めてい
ることから、特に対策が求められている。

1　現状の温室効果ガス排出量

今後特に対策を実施せずに、人口減少等を考慮した場合の将来の温室効果ガス排出量は、
　　　令和12（2030）年度で約2,534千t-CO2、令和22（2040）年度で約2,433千t-CO2、
　　　令和32（2050）年で約2,335千t-CO2となった（図表２）。

将来においても産業部門における温室効果ガス排出量の割合が大きいことから、特に引き続き
対策を行うべき部門と考えられる。

２　将来の温室効果ガス排出量
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図表１　温室効果ガス排出量の推移

図表２　将来の温室効果ガス排出量

削減の要因 概要
温室効果ガス削減量（千t-CO2）

2030年度 2040年度 2050年度

人口減少等 将来的な人口減少や施設規模の縮小等に伴
う温室効果ガスの削減 1,042 1,143 1,241

再エネの導入 これまでと同様の推移で太陽光発電が導入さ
れた場合の温室効果ガスの削減 133 293 421

省エネの取り組み 国の計画の取り組みや目標等を達成した場合
の温室効果ガスの削減 295 321 434

追加の取り組み これまで以上に取り組みを推進することによる温
室効果ガスの削減 - 730 1,358

吸収源の整備 森林整備や藻場整備等に伴う温室効果ガス
の吸収 122 122 122

図表３　温室効果ガス削減目標とイメージ

将来推計実績

我が国の計画や将来の人口減少等を考慮し温室効果ガス削減見込みを推計した上で、本市にお
ける温室効果ガス削減目標を設定した（図表３）。
図表４に記載の取り組みを進めることで令和32（2050）年度における「ゼロカーボンシティしものせ
き」の実現を目指す。

令和12（2030）年度：46％削減
令和22（2040）年度：73％削減
令和32（2050）年度：実質ゼロ

＜温室効果ガス削減目標＞

平成25（2013）年度比

図表４　温室効果ガス削減見込み

ゼロカーボンシティ
しものせきの実現！
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３．再エネ導入量拡大の検討

　これまで以上に再生可能エネルギーの導入を拡大させ、「追加の取り組みによる削
減」分をどの程度再エネの取り組みでカバーできるかを検討する（図表５） 。

1　検討方針
　「ゼロカーボンシティしものせき」の実現に向けて必要な再生可能エネルギー（太陽光発電・洋上風力発電）の導入量の目安を整理
した（図表６） 。

２　再エネ導入量拡大の検討

現状の世帯数

家庭への太陽光発電の導入

2030年度の導入量

115,817世帯

2040年度の導入量 2050年度の導入量

＜視点の一例＞

積極的な導入を推進するために何が必要か？
地域のレジリエンスを強化するために何が必要か？

8,335世帯
（約7％）

16,116世帯
（約14％）

22,280世帯
（約19％）

現状の事業所数

事業所への太陽光発電の導入

2030年度の導入量

12,769事業所

2040年度の導入量 2050年度の導入量

＜視点の一例＞

1,235事業所
（約10％）

4,409事業所
（約35％）

6,342事業所
（約50％）

現状の耕作放棄地

土地への太陽光発電の導入

2030年度の導入量

395ha

2040年度の導入量 2050年度の導入量

＜視点の一例＞

72ha
（約18％）

229ha
（約58％）

376ha
（約95％）

洋上風力発電の導入

2030年度の導入量 2040年度の導入量 2050年度の導入量

＜視点の一例＞

０区域 0区域
1区域

（約5％）

図表６　再エネ導入量拡大の検討
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※中国、四国、九州

【試算仮定】
1世帯の導入容量
＝5kW

出典：京セラ㈱HP

【試算仮定】
1事業所の導入容量
＝28kW

出典：京セラ㈱HP

【試算仮定】
1haの導入容量
＝1100kW

出典：農林水産省HP

【試算仮定】
1区域の発電出力
＝500MW

出典：農林水産省HP

行政としてどのような取組・施策が必要か？

積極的な導入を推進するために何が必要か？
企業価値を高めるために何が必要か？

行政としてどのような取組・施策が必要か？

空地や遊休地の活用を図るために何が必要か？
営農との共存に何が必要か？ 行政としてどのような取組・施策が必要か？

広く市民の理解を得るために何が必要か？
地域経済の発展につなげるために何が必要か？

出典）現状の世帯数：総務省「令和２年国勢調査」／１世帯の導入容量：FIT導入実績より

出典）現状の事業所数：統計しものせき（2023年更新）／１事業所の導入容量：FIT導入実績より

出典）１haの導入容量：環境省「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル 概要資料導入編」

行政としてどのような取組・施策が必要か？

図表５　検討方針

これまでの住宅、事業所等への太陽光発電設
備の導入傾向を維持した場合の削減量

これまで以上に省エネ機器や再生可能エネル
ギーの導入を拡大させることを検討

再エネ
による削減

追加の取り組み
による削減

＜再エネに関連する削減量＞
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